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1 は じ め に

 日本企業のグ差脚バリゼーションは，1985年秋のプラザ合意以降の円高の定着を契機として，一斉に

進展したとみなされている。現代はまさに地球的規模で戦略を練るグローバル経営の時代である。また，

従来の輸出基調の戦略の段階から「海外生産への戦略シフト」が一層進展している。因に，89年には，

日本企業の対外直接投資（資本の流出）は，441億3，000万ドルとなり，ついに世界一を占めるまでに成

長した（1）。このような動きに関連して，新しい戦略的動きも生まれてきっっある。たとえば「海外か

らの輸入」，「R＆Dの国際化」，「競争相手との戦略的提携」などがあげられる（2）。また，90年代から

21世紀初頭にかけては，国境を意識した「ボーダーフル」の時代であり，この時代の多くの日本企業の

国際経営の課題は，「グローカリゼーション」（グローバル・ロ一志リゼーション，グローバルに考えた

現地中心経営）にならざるを得ないという考え方も台頭しつつある（3）。つまり，従来のグローバル化

という「統合」と現地化（ローカル化）という「分散」を同時並行して追及する新しい国際経営の戦略

的課題である（4）。これらの戦略的動向のうち，本稿では主にR＆Dの国際化に焦点を当てたい。技術

資源は企業の存続，発展を決める中心的な経営資源であり，R＆Dの国際化は国際経営戦略の基本を左

右する重要な要因の一つになるからである。また，R＆Dの国際化に関連してグローカリゼーションに

も触れることにしたい。グローカリゼーションは日本企業の国際化戦略の新しい萌芽とも見ているから

である。ただし，これについては手もとの資料がとぼしいので現状を素描する程度で満足しなければな

らない。

 以上を踏まえてここでは，先ず①日本企業のR＆Dの国際化がどの程度進展しているのか，②なぜR

＆D機能を海外に分散するのか，③海外R＆D拠点設置の理由は奈辺にあるのか，④今後の見通しはど

うかなどについて分析し考察することを課題としたい。とりわけ①については，日本の21社の多国籍企

業（海外R＆D拠点30社）（5）を選定し，従来の調査結果との比較をしてみたい。なお，本稿で日本の

多国籍企業と述べた場合は，それが常に日本の多国籍的な製造企業を意味していること，また日本企業

とは日本の多国籍企業を含むことを了解してほしい。多国籍企業の定義は，「多国籍企業とは海外生産に

積極的な大企業である（6）」という定義を採用することにしたい。
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II 日本の多国籍企業のR＆D国際化の動向

2、1 R＆Dの国際化の概念

 R＆Dの国際化とはいかなる内容をもつのだろうか。福井龍稿「動き始めるわが国企業の海外研究開

発」（調査115号，1988年）によると，次の三つの側面を持つという （7）。第1は，「研究開発の国際的

な連携」である。この側面には，委託研究，受託研究，共同研究，他機関あるいは特定の研究者による

「寄付金等」を通じた関与の四つが含まれる。第2は，「海外における研究開発」である。広義では，企

業の海外事務所・支店・現地法人などが海外で何らかの研究開発を行うことを指す。先進技術の収集・

調査，現地法人による研究開発活動，本格的な研究所の設置，現地における研究者の雇用問題などが含

まれる。すなわち，R＆D拠点の海外分散化とR＆Dの現地化である。第3は，「外国人研究者の受け

入れ」である。日本企業の国内の研究開発部門に，外国人の研究者や技術者の長期的派遣の受け入れで

ある。すなわち，R＆Dの「内なる国際化」である。ここでは，第2のR＆D拠点の海外分散化とR＆

Dの現地化に焦点を絞って分析を進めることにしたい。これらの問題は日本の多国籍企業のグローバル

戦略の展開と密接な関連性を持つからである。

 ところで，R＆D拠点の分散化とは，企業行動のロジスティックスの問題であり，経営資源の最適配

分を意味している。海外拠点の地理的分散化対集中化の問題はこの領域に入る。また，R＆Dの現地化

とは「製品開発を親会社に依存しないで，海外子会社が現地のニーズに合う製品を自社で開発できる体

制を持ち，経営が自立していること（8）」を意味する。では，R＆D国際化の実態分析から始めること

にしよう。

2，2 R＆D拠点の分散化対集中化

 さて，日本企業の研究開発は，日本の親会社で集中的に行うというのが従来のパターンであった。で

は，なぜ親会社に集中するのだろうか。この集中化の要因として，たとえば根本孝教授は，①規模の経

済性，②容易なコミュニケーションと調整，③ノウハウの保護，④ホスト国政府の影響および⑤国内で

の経験効果などを指摘されている（9）。ところが，表II－1からも明らかなように，80年代後半になる

と研究開発拠点の分散化がかなり速いスピードで進んでいる。この動向を鑑みれば，従来の集中化の発

想は，修正の必要を迫られているように思える。では，どのような変化が見られるだろうか。最近のい

くつかの研究やデータ（10）によると，これまでに次のような諸点が明らかにされている。

 ①対先進国直接投資の本格化時期は，1980年代以降で，海外R＆D拠点設置の本格化時期は，1980

年代後半からである。

 ②海外研究所の所在地は，アメリカが圧倒的に高いウエイトを占めている。その他，西欧，アジア

にも進出している。

 ③業種は，自動車関連，電機・電子関係が大半を占めている。鉄鋼，金属化学なども事業の多角

化を目指している。進出地域と業種との関係では，輸送機械と電気機械は米国への集中度が高い。化学

と医薬品は西欧にもやや分散化傾向が見られる。一般機械はアジアの比率が相対的に高い，などである。

 以上を踏まえて，次に日本の多国籍企業21社（海外R＆D拠点30社）について，どのような特徴がみ

られるか分析を進めることにしたい。
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a 海外R＆D拠点の設置時期

表II－1 日本の多国籍企業の海外R＆D拠

     点：進出時期別

進出時期  海外R＆D拠点数  割合（％）

1960年代      0      0
P970－74            1              3．3

P975－79            3             10．0

P980－84            5             16．7

P985－89           21             70．0

合 計     30社     100，0

囲 1．資料出所：「’90業種別海外進出企業」

    （東洋経済新報社）より集計。

  2．進出時期は，設立，操業または買収の

    いずれかを含む。

  3．海外R＆D拠点の概念定義は，末尾の

   注⑤を参照のこと。

 表II－1は，海外R＆D拠点の設置時期を示したものである。この表から，①海外R＆D拠点の設置

は，1970～74年の期間に開始していること，②1975年以降84年まで海外拠点数は漸増していることが明

らかである。ところが，③1985～89年の期間になると，全体の70％に当たる21社がこの期間に集中的に

設置されており，わが国企業のR＆D機能の分散化が本格的に始動したことがわかる。一方，ジェトロ

白書（1991）によると，日本の対外直接投資（大蔵省届け出）は，三つの拡大期を経験しているという

（11）。すなわち，第1波（1969～73年），対外直接投資額は累計で83億ドル，第2波（1978～84年），同

492億ドル，第3波（1986～89年），同1，702億ドルであった。とりわけ第3波は，日本の対外直接投資に

とって未曽有の拡大期であり，この時期は日本企業のグローバリゼーションが本格化する時期でもある。

この対外直接投資の拡大期と海外R＆D拠点設置の進展を比較すると，日本の多国籍企業21社のR＆D

拠点の海外分散化は，対外直接投資の拡大と共に急展開していることがわかる。次に，業種分野の特徴

を見てみよう。

 b 業種分野

 表II－2は，親会社の業種と海外R＆D拠点の地域分布を示したものである。まず，業種分野につい

て見ると，かなり広範囲に渡っていることがわかる。最も件数の多い分野は，電気機器と自動車で，そ

れぞれ全体の19％を占めている。ついで，一般機械と精密機器が各々14．3％のシェアを持つ。これら四

つの業種を加えると，全体の67％を占めることになり，中心的な業種と言える。その他には，化学，食

品，薬品，鉄鋼，非鉄金属，通信などが見える。では，海外R＆D拠点の事業内容にはどのような特徴

が見られるだろうか。「’90海外進出企業総覧」（東洋経済新報社）と「’90業種別海外進出企業」（同）で

調査可能なものを列挙すると，次のようになる。

 電気機器：ソフトウエアの開発，半導体関連の設計・開発，電子技術の研究開発など
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表II－2 日本の多国籍企業の海外R＆D拠点：業

     種別，地域別

親
海 国 別 内 訳
外

△
R ア カ イ フ 旧 シ 台 中

塞社 ＆D響

メリ

ナ

ギリ ラン

西ドイ
労ポ1

業 種
数 薮 カ ダ ス ス ツ ル 湾 国

食  品 1 1 1

化  学 2 2 1 1

薬  品 1 1 1

鉄  鋼 1 2 2

非鉄金属 1 1 1

一般金属 3 3 3

電気機器 4 8 5 1 1 1

自動車 4 7 6 1

精密機器 3 3 2 1

通  信 1 2 1 1

合 計 21 30 21 1 3 1 1 1 1 1

（濁 1．親会社と海外R＆D拠点の選定基準は，末尾

    の注（5）を参照のこと。

  2．資料出所：①「’90業種別海外進出企業」（東洋

   経済新報社），②「’90海外進出企業総覧」（東

   洋経済新報社），③「日経会社情報，季刊’

   91－II春号」（日本経済新聞社），④ダイヤモ

    ンド’91企業ランキング」（ダイヤモンド社）以

   上から集計。

 一般機械：飛アリングの研究，ミニスーパーコンピュータの開発など

 精密機器1情報関連機器の製品開発，画像処理等ソフトウエアの開発など

 化学：塗料研究開発など

 鉄鋼；エレクトロニクス材料の研究など

 通信：光導波回路技術の研究開発，高性能リチューム2次電池の開発など

 薬品：新薬の研究開発

 食品：野菜，花卉の新品種開発，生産

 以上のデータから推測するに，海外R＆D拠点の事業内容は，基礎研究，応用研究，開発研究のうち，

製品の開発研究が主体であるように思える。また，一般機械や鉄鋼分野では，異業種分野の製品の開発

研究なども進展しつつあるように思える。では次に，地域分布について見てみよう。

 c 地域分布

 まず，地域分布で最も大きな特徴として，海外R＆D拠点30社中21社（全体の70％）がアメリカに集

中していることを指摘しておきたい。これにカナダ1社を加えると，北米・カナダ地域で全体の73．3％
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になり，これら地域のウエイトの高さがよくわかる。次いで，ヨーロッパが5社（イギリス3社，フラ

ンス，旧西ドイツ各1社）で，全体の16．7％。残りは，アジアで3社（シンガポール，台湾，中国各1

社），全体の10％になる。しかし，この結果は，従来の調査結果と比べて大きな相違はないように思え

る。ところが，業種と地域分布の関係で見ると，業種によっては必ずしもアメリカ中心でないこともわ

かる。たとえば，食品と薬品はアメリカ以外の国に研究開発拠点を持つ。また，電気機器は，アメリカ

が中心ではあるが，イギリス，フランス，台湾にも拠点を持ち，研究開発の分散化傾向が窺える。他に，

化学，自動車，精密機器，通信はアメリカおよびそれ以外にも研究開発拠点を設置しており，多少では

あるが研究開発拠点のグローバル化への兆しが窺える。

 以上，日本の多国籍企業21社の海外R＆D拠点の動向をみてきた。その結果を要約すれば，つぎのよ

うになる。まず，海外R＆D拠点の本格的な設置時期は，1985～89年の期間であり，この時期は日本の

対外直接投資の未曽有の拡大期でもあった。第2に，地理的には北米・カナダ地域のウエイトが圧倒的

に高い。しかし，ヨーロッパ，アジアへも進出している。第3に，業種では電気機器，自動車，一般機

械，精密機器が中心である。しかし，それら以外にもかなり広い分野に渡って研究開発活動が進められ

ている。第4に，海外拠点での事業内容は，製品の開発研究が主体になっている。しかも，30社中28社

が，自社の他の販売または生産拠点の所在地と同箇所，近接または同州・同国内の何れかであり，販売

または生産現場に接近した開発研究が行われている。最後に，業種と地域との関係では，アメリカの比

重が高いものの，電気機器を中心に，グローバル拠点づくりが進行しつつあることも窺える。しかし，

以上の要旨は従来の調査結果と比べて然程大きな差はみられない。その理由として，どの調査も日本の

大企業を対象にしていること，調査時期が近接していること，データ源が類似していること，などを指

摘できる。次に，日本の企業がどうして海外にR＆D拠点を設置するのか，そのねらいは何か，今後の

見通しはどうか，などについて考察していきたい。

2．3 海外R＆D拠点の設置理由

 ところで，R＆D拠点を海外に分散化（立地）する状況要因については，論者により各様であり，ま

だ一般化されるまでには至っていないと言われている（12）。そこで，ここでは若干の論者の主張を整理

して，そこから一般的な動向を導き出したい。

 さて，表II－3は，海外R＆D拠点設置理由を論者別に整理したものである。分析にあたって，この

表のデータ1：通商白書（平成2年）をベースにして進めることにしたい。その理由は，対象が日本の

企業であること，データが百分比で示してあること，などである。なお，日本の多国籍企業21社に関す

るR＆D海外拠点設置理由は，データ不足のため，ここでは言及しない。ところで，実際に企業が海外

拠点設置を決定する場合には，各要因を複合して実施されることは当然のことである。しかし，各要因

には類似点もみられるので，それぞれをいくつかに類型化することにしたい。

 まず，データ1の要因①と②のインプリケーションは，現地市場を重視していること，現地の市場動

向，ニーズを把握し，それに対応した製品の開発研究を目的としているものと考えられる。このタイプ

をここではA型：「現地市場志向型開発研究」と呼ぼう。つぎに，要因④は現地の生産現場との結びつ

きを重視している。生産現場に開発機能を接近させることにより，生産と開発を一体化させることを目

的にしているものと考えられる。このタイプをB型：「生産関連型開発研究」と呼ぼう。さらに，要因

③，⑤および⑥は，現地の研究開発能力のある人々のリクルート，優秀な技術者の動機づけや活用，経
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表II－3 R＆D機能を海外に設置する理由

資料出所 R＆D機能を海外に設置する理由

＊1 データ1

＊2 データII

＊3 データIII

＊4 データーV

①現地ニー

ズ，文化に適

応

現地の市場

ニーズへの

対応

海外の地域

特性に適合

する製品の

開発

現地市場に

応じた製品

開発

②現地動向

把握

原材料，部品

の現地調達

の増大

海外の研究

者や技術の

獲得

研究・開発能

力のある
人々のリク

ルート

③外国人研④製品化の
究者の着想， リードタイ

考え方利用 ム縮小

現地市場一一 日本で生産

ズへのクイッ していない

ク・レスポン 製品の海外

ス     開発

科学，技術の ホスト国政

動向，情報の 府の影響

収集

ナショナル

インタレス

トやナショ

ナリズムへ

の対応

⑤外国企業

と共同研究

開発の国際

分業

海外子会社

の要請

⑥日本人研

究員の不足

⑦技術摩擦

の激化に対

応

活性化とリ

クルート

海外子会社

の自主経営

経済性，コス

ト

資料出所：＊1 通商白書，平成2年，第2章，第2－2－21図

     ＊2 吉原英樹著，「現地人社長と内なる国際化」，1989年，第4章

     ＊3 根本孝稿，「日本企業のグローバルR＆D戦略」，1987年，31～32ページ

     ＊4 フェアウェザー著（1969），戸田忠一訳書，「国際経営論」，1975年，第5章

囲 1．＊1は，日本企業を対象。要因①～⑦の番号は，割合の高い順を示す。

  2．＊2は，日本の多国籍企業を対象にしている。

  3．＊3は，欧米の研究者の主張を整理したもの。

  4．＊4は，米国の多国籍企業を対象にしている。

済性やコストなどを目的としているものと考えられる。このタイプをC型：「技術集約型」と呼ぶこと

にしよう。最後に，⑦をはじめローカルコンテンツや知的所有権，輸入規制など，益々高度化する各国

政府の産業政策問題および海外子会社の独立意識などにも対応していかなければならない。こうした状

況要因に対応するためには，①～⑦の各要因を総合的に判断して，グローバルな視座から研究開発の現

地化を進めていく必要があるだろう。この総合タイプをD型：「グローバル型」と呼ぶことにしよう。

 以上の類型を整理すると次のようになる。

  通商白書の各要因    要因類型

     ①＋②：A型：「現地市場志向型開発研究」

       ④：B型：「生産関連型開発研究」

   ③＋⑤＋⑥：C型：「技術集約型」

  ①～⑦の総合：D型：「グローバル型」

 では，他の論者の主張も，これらの四つのパターンの何れかに類型化できるだろうか，作業を進めて

みよう。
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 データII：

  A型：「現地の市場ニーズへの対応」，「現地市場ニーズへのクイック・レスポンス」

  B型：「原材料，部品の現地調達の増大」，「日本で生産していない製品の海外開発」

  C型：「開発の国際分業」，「活性化とリクルート」

  D型：「海外子会社の自主経営」

 データIII：

  A型：「海外の地域特性に適合する製品の開発」

  B型：一

  C型：「海外の研究者や技術の確保」，「科学，技術の動向，情報の収集」，「経済性，コスト」

  D型：「ホスト国政府の影響」，「海外子会社の要請」

 データーV：

  A型：「現地市場に応じた製品開発」

  B型：一

  C型：「研究開発能力のある人々のリクルート」

  D型：「ナショナルインタレストやナショナリズムへの対応」

 以上，各論者の独自の主張を類型化するのは，なかなか困難ではあるが，上記のように分類してみた。

このことから，R＆D拠点の分散化ないし設置を決定する理由として，あらまし統一した方向が見えて

きたように思う。現段階では，A平ないしはB型のウエイトが高いと言われている。すなわち，現地消

費者の趣味，習慣，嗜好の異質性を重視しているからである。前掲通商白書によると，この傾向は，外

国企業の日本国内へのR＆D拠点設置の動機でも類似性が指摘されている。すなわち，「市場のユーザー

のニーズに合う商品を開発するため」というA型が圧倒的に高い。次いで，「技術者の水準が高い」，「技

術情報を収集するために」，「日本企業と共同開発するために」といったC型のウエイトが高い結果が出

ている（13）。

 では，今後の日本企業の見通しはどうだろうか。環境の変化やホスト国の政府の影響なども考慮しな

ければならないが，A， B型の比重に大きな変化はないと思う。しかし，世界的規模の革新を国際的に

推進し，技術革新を伝播し，業界の規格になるような新製品を開発することも必要なことである（14）。

この意味でC型のウエイトは益々高くなっていくものと思える。一方で，日本企業の多国籍化が高度化

するに連れて，企業経営者は，「国家間の違いや，受け入れ国の現地の利害に対して神経を使わざるを得

なくなる（15）」だろう。その場合，より総合的な判断が必要となり，D型の要因が比重を増していくも

のと思える。それでは，日本のR＆Dの国際化はどのレベルに到達しているのだろうか。次に，海外R

＆D拠点の発展段階と親会社のコントロールの問題に視点を向けてみよう。

2．4 R＆D拠点の発展殺階と所有パターン

 さて，表II 4は海外R＆D拠点の発展段階を示したものである。福井龍氏によると，「海外研究開発

拠点と言えば（b）以降の段階を指し，なかでも国内研究開発部門から一応独立した機能を備えてくる

のは（b）一2．以降の段階である（16）」と述べられている。日本企業が海外R＆D拠点をつくる動き

のなかで，最も多いのは現地市場，現場に対応した製品の開発であると言われているが，この表では（b）

一2．の段階に相当する。しかし，輸出代替効果の浸透，海外からの逆輸入の増加，競争相手との戦略的
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表II－4 R＆D拠点の発展段階

タ  イ  プ 機      能

（a）調査 現地の先進技術の調査・分析 i調査

ｻ地の市場ニーズの調査・分析i
@             …

（b）開発センター （b）一1．国内研究部門の支援 i調査から開発研究へ
@   （鞘製品の開発）i（b）一2．現地生産体制下   i開発研究の強化              t    （現地生産製品の開発）i

（c）グローバルな

@開発センター

              i
ｻ地市場向け製品に特定しないi応用・開発研究中心
@             ｝

（d）基礎研究センター
              1賰b研究をも行う      i基礎研究 或いは              3

@             i基礎・応用・開発研究              1

資料出所：福井龍稿：「動き始めるわが国企業の海外研究開発」調査第115号，

          7ページ，表1

提携などの国際化戦略の展開につれて，「現地市場向け製品に特定しない」応用・開発研究が進展してく

ると思う。すなわち，表の（c）の段階に到達する。また，前掲通商白書によると，地域的にかなり差

が見られるという。たとえば，欧米の現地R＆D拠点では基礎研究を行う企業も出ていると言われる

（17）。1989年に米国に設立した日本電気の基礎研究所は，その一例である。同研究所は，日本のエレク

ロトロニクスの基礎研究所として，米国に進出した第1号である（18）。これは，表の（d）の段階であ

る。また，アジアに設置された研究開発拠点でも，今後（5年後）独自の製品開発を行っていくとする

企業が増加しているという（19）。このように，R＆Dの現地化，グローバル化は一層高度化していくも

のと思える。

 しかし，こうした動向は，日本の多国籍企業の海外R＆D拠点が親会社から全く独立した会社へ発展

していくという意味ではなく，あくまでも日本の親会社のコントロール下にある海外子会社であること

を忘れてはならない。ストップフォード＝ウェルズが指摘しているように，「企業が新製品の継続的創出

表II－5 日本の多国籍企業21社における海外R＆D拠点

の所有形態

親会社の出資比率 海外R＆D拠点数 割合（％）

完全所有（95～100％）

ﾟ半数所有（51～94％）

ｼ数所有（50％）

ｭ数所有（50％未満）

17

T07

58．62

P7．24

O24．14

合 計 29社 100

㈱ 1．海外R＆D拠点の有効データ数：29社

  2．資料出所：表II－2に同じ
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を基調とする戦略をとっている場合，海外子会社のコントロールはとくに重要な問題になる（21）」から

である。ここで経営管理の問題に視点を転じてみよう。表II－5は，日本の多国籍企業21社（海外R＆

D拠点29社）における海外R＆D拠点の所有形態を示したものである。この表によると，約6割弱が親

会社の完全な支配下にあり，これに過半数所有を含めると，75％強が親会社の強い支配下にある海外子

会社であることがわかる。このように，海外R＆D活動は，地理的に分散していても日本の親会社の強

いコントロール下で行われていると言える。フェアウエザー教授の「統一化」の論理が働いている。ま

た，世界の多国籍企業による研究開発管理のパターンについては，既に1972年に澄田智教呪具によって

その実態が次のように紹介されており，その内容は示唆に富むものである。彼らによるど，「母国本社に

おいては，その企業グループ全般に共通の基礎研究を，また海外出先機関においては，進出先のローカ

ル・コンディションに合致させるための応用研究や，その他地域における販売の支援のための研究を実

施するというのが，多国籍企業の研究開発運営において数多く見られるパターンである。．．．また，進出

先におけるブレーンを利用するために，海外に基礎研究所を設置している例もある（21）」という。今

日，日本企業のR＆D国際化のパターンもこのような欧米型に類似してきたことを指摘しておきたい。

一方，R＆Dの現地化，グローバル化の進展により，日本の多国籍企業の伝統的な「日本中心ワンウエー

（22）」の発想が変化しつつあるようにも思える。今や日本企業は，海外販売拠点と生産拠点に研究開発

機能を加えたトータルな形での「経営の現地化」への道を歩み始めたものと思う。次に，R＆Dの国際

化に関連する日本企業の「経営の現地化」の問題について現状をみていくことにしたい。

2．5 新たな戦略の萌芽：グローカリゼーション

 最近，「経営の現地化」を目的に，本社機能を日本以外の地域に分散しようとする動きが目立ってきて

いる。世界複数本社体制の始動である。たとえば，1987年のヤマハ，リコーおよび本田技研工業，88年

のオムロンおよび89年のHOYAなどの地域統括本社設立がその事例である（23）。各社の設立の意図を

探ってみると，たとえばヤマハの場合，地域本社を「自ら戦略を決断する権限を持ち，製品開発から製

造，販売，マーケティングまでを統括する自己完結型組織（24）」として位置づけている。また，オムロ

ンの場合「マルチローカル」をうたい文句に90年代半ばまでに，研究開発からマーケティングまでの機

能を持った組織を整え，日本，シンガポール，オランダおよび米国の四極体制を敷くという（25）。さら

に，HOYAの場合オランダ，米国に統括本社（持株会社）を設立し，グループ全体の長期戦略の立案な

どを除く権限を大幅に委譲するという（26）。そして，近い将来本社との関係を親子から兄弟のような位

置付けに変えていく計画であるという（27）。以上を要するに，ヒト，モノ，工場単位から，さらに一歩

踏み込んだトータルな形での「経営の現地化」へと日本企業の国際経営戦略のステージが切り変わった

ことを意味している（28）。すなわち，グローバル化とローカリゼーションを合体したグロ一極リゼーショ

ンを追及しているのである。

 伊丹敬之教授によると，90年代から21世紀初頭にかけて，世界の動きはボーダーレスから国境を意識

せざるを得ない，国境が一部はもっと高くなるという「ボーダーフル」の時代へ転換しつつあるといわ

れる（29）。たとえば，円高の定着や輸入規制の動き，世界経済ブロック化，ソ連・東欧の民族意識の高

まりなどがそうした流れをつくっている。さらに同教授は，この「ボーダーフル」という時代の流れと

日本企業の持つ「情報’と決定の分散化傾向」という傾向が，多くの日本の企業の国際経営の課題をグロー

カリゼーションに向けさせるとも言われる（30）。日本の多国籍企業の世界複数本社体制の始動は，まさ
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にこのグローカリゼーションの先駆的動向であり，日本企業の国際経営戦略の新しい萌芽ともいえよう。

しかし，グローカリゼーションはグローバル化よりも一層困難な課題である。理念としては理解しても，

問題は，「統合」と「分散」，「求心力」と「遠心力」という戦略課題をどうやってバランスをとるかが問

題になる。ソニーの「ゾーン・マネジメント」や日本電気の「メッシュ型」管理はこの問題解決のため

の一つの方途ともいえよう。また，より理論的にはバートレット＝ゴシャールの提唱した「統合ネット

ワーク」（31）が示唆に富むものであることを指摘しておきたい。

III結び 今後の課題

 以上，日本の多国籍企業のR＆Dの国際化の現状について，分散化と現地化を中心に分析し，考察し

てきた。しかし，本稿で十分検討を加えられなかった問題も数多く存在する。

 その一つは，「研究開発の国際的な連携」問題である。前掲通商白書によると，外国企業が日本国内に

R＆D拠点を設置した動機として，「日本企業との共同開発」を第三位にあげている。このことからも，

本稿のC型「技術集約型」の重要性が益々高まってきていることがわかる。したがって，日本企業は委

託・受託研究や共同研究を推進することによって，高度技術の開発はもちろんのこと，それ以外に進出

先の技術水準の向上にも貢献していかねばならない。また，産学共同による基礎研究の充実も日本企業

にとって今後の課題の一つであろう。

 第二は，R＆Dの「内なる国際化」の問題である。「内なる国際化」とは，日本企業が国内のR＆D

部門に外国人の研究者や技術者を雇用することである。「内なる国際化」を推進することで，日本企業に

とって二つのメリットがこれまでに指摘されている。その一つは，直接的メリットである。直接的メリッ

トとしては，共同研究に際して，外国人と日本人の両者の異質な能力のシナジー効果が期待できること

である（32）。もう一つは，間接的メリットである。間接的メリットの第一は，「国内のR＆D部門の組

織風土の国際化に役立つこと（33）」があげられる。たとえば，社内公用語を英語にすることで，国内組

織風土が国際組織風土に変化する効果がある （34）。第二のメリットとして，「外国人の技術者，研究者

をマネジメントするためのR＆Dマネジメントの開発の糸口を得ることが出来ること（35）」である。以

上のようなメリットを考えるとき，R＆Dの「内なる国際化」はもっと推進していかねばならないと思

う。

 第三は，海外子会社の企業家精神の高揚とイノベーション能力の開発の問題である。バートレット＝

ゴシャールは，日本の多国籍企業を．「中央集中型のグローバルな規模の経営でコスト優位を追及するグ

ローバル企業（36）」と特徴づけている。すなわち，吉原英樹教授が指摘されている「日本中心ワンウエー・

モデル」のことである。彼らによると，日本型グローバル企業の長所は，「知識や技術の中央集中化によっ

て，効率のよい経営革新が可能となり，比較的低コスト，高スピードで新製品や新工程を作り出せる点

である（37）。一方，短所としては，親会社は本国以外の市場ニーズや生産の現実に対する適切な理解が

欠けている場合が多く，対応が不適切になりがちである。また，各国の子会社はあまり情報を持たずに

経営を行わねばならず，現地の市場のニーズに対応する意欲や能力が損なわれることがある（38）など

である。したがって，「日本中心ワンウエー」に見られる親会社による海外子会社の強力な管理とコント

ロールは，海外子会社を「しっかり管理する」という当初の目的に反して，海外子会社の企業家精神と

イノベーションの能力の芽を摘んでしまうという逆機能が働くことにも注意しなければならない（39）。
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海外子会社のもつ企業家精神とイノベーション能力をいかに育むかの問題は，海外子会社の役割とイノ

ベーション・プロセスの管理の問題とともに十分な研究が必要である。

 最後に，日本の国際経営戦略の新しい萌芽，すなわちグ四一カリゼーションの問題である。グローカ

リゼーションは，日本企業の強みである技術の蓄積や資本の蓄積を生かしながら，一方では「経営の現

地化」を進めていく。それによって，海外子会社のイノベーションと企業家精神をも育んでいけること

を目途した新しい戦略的課題である。「統合」と「分散」をいかにバランスをとり，同時並行して遂行す

るかが今後のグローカリゼーションの課題である。その場合，有益な示唆を与えてくれるのがバートレッ

ト＝ゴシャールのトランスナショナル組織であるよう．に思える。以上の諸問題はさらに詳細な分析と研

究を必要とすることを銘記しておきたい。

 最後に，機会あるごとに励ましの言葉をかけてくださる後藤幸男先生と大津寄勝典先生に，また国際

経営論研究の手ほどきをして頂いた吉原英樹先生に深甚の謝意を表します。

なお，本稿に誤解，誤謬があるとすれば，それはもちろん筆者の責任である。
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